
（復興庁計上分）

漁場復旧対策支援事業（拡充）

１ 趣 旨
東日本大震災により相当量の瓦礫が海中に流出し漁場に大きな被害が発生した
、 、 、ため 震災以降 漁場の漂流物・堆積物の回収処理等を実施してきたことにより

各県の復興計画等に従い順次操業が再開されているが、広範囲に分布する瓦礫が
操業中に入網し漁網が破損する被害が後を絶たないことや潮流等の影響により一
度瓦礫の回収を行った漁場に再度瓦礫が流入し操業に支障を来たしている状況に
ある。

また、沿岸漁場や養殖漁場については地盤低下による藻場の喪失等の漁場の変
化、アワビ等稚貝の減少による再生産の阻害、陸から流出した油分の沈殿などに
より漁場生産力の回復を阻害していることが問題となっている。

このため、底びき網漁船等による広域的な瓦礫の回収処理の支援、操業を再開
した漁船が操業中に回収した瓦礫の処理への支援等を継続して行うとともに、沿
岸漁場や養殖漁場の生産力を向上させるため、被災した漁場における改良漁具導
入等の技術開発調査を行うことが必要である。

２ 事業内容
（１）漁場漂流・堆積物除去事業（継続）

漁場漂流物の回収処理、漁場堆積物の状況把握に係る海底調査及び回収処理を
行う。

（２）漁場生産力回復支援事業（継続）
沖合漁場において底びき網漁船等を用船して広域的な瓦礫の回収処理を行うと
ともに、通常操業を行う漁船が操業中に回収した瓦礫の処理についても支援す
る。

（３）漁場生産力向上対策事業（新規）
①被災漁場において沿岸漁業・養殖業を円滑に行うための改良漁具、漁場機能
回復技術及び油分等が残留する漁場の環境改善技術の開発を行う。

②これらの技術開発に必要な資源状況や環境収容力等を把握する。

３ 委託先及び事業実施主体
道県、市町村、民間団体等

４ 事業実施期間
平成２４年度～平成２５年度

５ 平成２５年度概算要求額（前年度予算額）
２，７６４，０００千円（７，８８４，４８０千円）
（目）漁場等復旧支援対策費補助金

６ 補助率等
定額、８／１０、２／３

７ 担当課
水産庁漁場資源課 ０３－６７４４－２３８２（直）

seadmin
資料３－２－２


